
東海村の下水道について

東海村建設部下水道課



下水道の整備について



合流式：
汚水と雨水を同じ下水道管で流す方法

分流式：
汚水と雨水を、別々の下水道管で流す方法

東海村

下水道の排水方式は合流式と分流式があり、
東海村は分流式となっています。

下水道の排水方式

※下水道管に「雨水」を流してはいけません。



②推進工法

→下水道管を機械で押し込む場所以外は、

地面を掘らずに下水道管を設置していく工法。

下水道の管路工事は、大別すると「開削工法」と「推進工法」の
２つに分けられます。
村では、工事場所・内容等に応じて、いずれかの工法で工事を
行っています。

下水道工事の種類について①

①開削工法

→地面を掘って下水道管を設置していく工法。
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下水道工事の様子①下水道工事の様子①

写真：開削工法

下水道管

写真：推進工法

下水道管
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下水道工事の種類について②

マンホールの施工 公共汚水ますの施工①

公共汚水ますの施工②

管の埋設と併せて、マンホー
ル（写真左上）や汚水ます（写真
右上）を設置し、道路を舗装して
きれいな状態に復旧します。

宅内方向→←下水本管方向

公共汚水ます
↓

公共汚水ます蓋

マンホール→

←下水道管
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村 施 工
(公共下水道)

個人施工
(排 水 設 備)

側
溝

→

公
共
汚
水
ま
す

→

下
水
道
本
管

→

官民境界

公共下水道と宅内排水設備の
整備区分について

道路 宅地

←工事では官民境界から50㎝程度、宅地側に
下水道に接続するための管を施工します。



(1)公共汚水ます設置について

▶設置位置の確認は、家屋または土地所有者の方にお願いします。

(工事開始後、施工業者が汚水ます施工位置の調整に伺います)

※現在の家屋状況、将来計画を含めて位置を決めてください。

※下水道区域外の公共汚水ますの設置については、個人負担

(自費)になります。

※農地に排水管を通すことはできません。

(2)公共汚水ます設置確認書の記載について

▶ 「公共汚水ます設置確認書」の記載をお願いします。

(3)公共汚水ます設置後の位置等の変更について

▶個人負担(自費)になります。

公共汚水ます設置の注意事項について



村
道
等

浄化槽

設置例①

浄化槽等の正面

設置例②

その他の位置

公
共
下
水
道
本
管
と
公
共
汚
水
ま
す

公共汚水ますの設置について（その１）

①浄化槽を使用している方は、浄化槽がある場所に向けて接続する例
浄化槽を使用している場合は、個人負担の費用等、効率的な接続性の観点から、このケースが多い。
②①以外の方法で設置位置を決める例
土地所有者の意向により、設置位置を決める例。将来の土地利用等を考慮して位置を設定するケース。
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村
道
等

公
共
下
水
道
本
管
と
公
共
汚
水
ま
す

農 地(地番：100-1)

宅 地(地番：101)

公共汚水ますの設置について（その２）

農地と宅地を一体的に利用して生活している場合も、地目が農地等のもの中を経由して
下水道を接続することはできません。



公共下水道受益者負担金について



受益者負担金とは・・・

• 公共下水道整備を進める上では、国の補助金を活用しつつ、大型予算を
組んで工事に臨む必要があります。

• 道路や公園などの一般の公共施設とは異なり、下水道施設はその整備
によって利益を受ける方の範囲や地域がはっきりしています。

• 整備地区内の土地所有者等（受益者）の皆さんから土地の面積に応じ、
一回のみの納付として建設費の一部を負担していただくものです。

• 都市計画法第７５条第１項・・・都市計画事業によって著しく利益を受ける者に対し、利
益を受ける限度において、事業に要する費用の一部を負担させることができる

• 都市計画法第７５条第２項・・・受益者負担金を徴収する者の範囲及び徴収方法は、条
例で定める

• 水戸・勝田都市計画事業東海村公共下水道事業受益者負担に関する条例第６条・・・
村長は、公告の日現在における当該公告のあった賦課対象区域内及び賦課対象地
の土地に係る受益者ごとに、規定により算出した負担金の額を定め、これを賦課する
ものとする



受益者負担金の対象となる土地とは

市街化区域
• 整備される区域内のすべての土地

市街化調整区域
• 整備される区域内の宅地または宅地相当と認められる土地

• 農地･田畑･山林･原野は宅地になったとき

！！！ 宅地または宅地相当とは ！！！

◆登記上の地目が「宅地」

◆現況が「宅地相当」とみなされるとき

例えば…

• 地目は「公衆用道路」だが、前面の道路から自宅までの進入路として利用している

• 地目は「雑種地」だが、自宅の家庭菜園として利用している …等



受益者負担金を納めていただく方

下水道を整備した区域の

•土地所有者

•土地の地上権･使用貸借･賃貸借･質権の
権利者



※ 自分の土地に自分の家を建て住んでいる場合

土地所有者 Ａさん

家屋所有者 Ａさん

居 住 者 Ａさん

例１ 受益者 Ａさん



土地所有者 Ａさん

※ 借地に自分の家を建て住んでいる場合

家屋所有者 Ｂさん

居 住 者 Ｂさん

例２ 受益者 ＡさんまたはＢさん



受益者負担金の金額

■土地の面積で計算します。

市街化区域 1㎡あたり３４０円

市街化調整区域 1㎡あたり３７０円



一区画の対象となる土地（例１）

宅
内
の
通
路

ア

道 路

1234-2

庭

イ1234-3ウ

住宅

車庫

倉庫

1234-1



一区画の対象となる土地（例２）

1234-1ア

1234-2

庭

イ1234-3ウ

住宅

車庫

倉庫

道 路

道

路

※ 汚水が排出されない敷地



市街化調整区域の
受益者負担金面積段階別減免

区 分 減免率

５００㎡を超え ７００㎡までの面積 ２０％

７００㎡を超え１,０００㎡までの面積 ４０％

１,０００㎡を超え１,５００㎡までの面積 ６０％

１,５００㎡を超える面積 ８０％

⚫対象とならない土地

① 受益地に公共性・公益性があり、受益者負担金減免基準に該当する土地

② 会社等が受益者となる土地、営利目的で使用される土地



賦課から納付までの流れ

公
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一括納付の場合

１８％の報奨金

１６回に分割
（４年×４期）

負
担
金
決
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と

納
入
通
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納
付
書
）
を

村
か
ら
郵
送



排水設備について



排水設備の設置

•排水設備とは

• 宅地内の排水管等のことをいいます。

• 排水設備は、設置者の所有物になります。

• トイレの水洗化

• くみ取便所を使用している場合は、下水道の整備から３年以内に水

洗化することが求められています。

•浄化槽から下水道へ切替え

• 単独・合併処理浄化槽を使用している場合も、下水道が整備された

ら、遅滞なく切り替えましょう。



排水設備工事

• 下水道工事を行っていた地区の受益者（宅地の所有者

等）には、工事終了後、「供用開始の通知」を郵送します。

• 宅内の排水設備工事は、村が指定した排水設備指定工

事店に依頼し、施工してください。

東海村排水設備指定工事店の一覧は,次ページをご確認ください。







接続までのイメージ
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便槽

浸透桝

くみ取便所から公共下水道へ接続

排水設備公
共
下
水
道
本
管
と
公
共
汚
水
ま
す

公共汚水ます



合併処理浄化槽から公共下水道へ接続

公
共
下
水
道
本
管
と
公
共
汚
水
ま
す

公共汚水ます

浄化槽
（撤去）

排水設備



公共下水道接続に当たっての
水洗便所改造資金助成制度について



水洗便所改造資金助成制度

補助金

補助金交付額※

１年以内に
水洗化

２年以内に
水洗化

３年以内に
水洗化

汲取り便所改造 ３０,０００円 １５,０００円 １０,０００円

し尿浄化槽改造 １５,０００円 ７,５００円 ５,０００円

注意事項

申請者本人の通帳をご用意ください。
指定金融機関以外はご利用いただけません。
銀行名、支店名、口座番号を漏れなくご記入願い
ます。

必要書類 申請者本人の納税証明書

改造資金の融資を受けずに自己資金で水洗便所に改造する方に対し
交付する制度です。

•補助金

※１年以内、２年以内、３年以内は、水洗便所への改造を行った土地が公共下水道
供用開始の告示から経過した年数で決まります。



水洗便所改造資金助成制度

融資あっせん
融資斡旋額
(限度額)

利子補給額※

１年以内 ２年以内 ３年以内

くみ取り便所改造 ４０万円 償還利子
の全額

償還利子
の1/2

償還利子
の1/3し尿浄化槽改造 ２５万円

利率 村と金融機関が協議のうえ決定します

返済方法
３６ヶ月以内、元金均等月賦償還
（繰上げ償還あり）

注意事項 戸外保証人が必要となります

必要書類
納税証明書（申請者本人）
印鑑証明書（申請者本人、保証人）
所得証明書（申請者本人、保証人）

•融資のあっせん

※１年以内、２年以内、３年以内は、水洗便所への改造を行った土地が公共下水道
供用開始の告示から経過した年数で決まります。



公共下水道使用料金について



下水道使用までの流れ

• 下水道使用料の算定方法
・水道水のみを使用している場合・・・水道使用水量で算定

・自家用井戸水のみを使用している場合・・・井戸水の使用水量または世帯人員から算定

・水道水と井戸水を使用している場合・・・水道使用水量と井戸水の使用水量の合計水量

で算定（後ページ参照）。

整
備
計
画

受
益
者
負
担
金

本
管
工
事

排
水
設
備
工
事

使
用
料
金



下水道使用料は、
２ヶ月に一度の徴収となります

２ヶ月分を偶数月の月末に徴収

（例）２月・３月分を４月の月末に徴収

４月・５月分を６月の月末に徴収



水道を使用している場合

• （例）２ヶ月分の水道の

検針水量が５０㎥の場合

• 下水道の使用水量も５０㎥となる。

• ６,７１０円（下水道料金）

• 請求方法

• 原則として水道料金と併せてのお支払いとなります。

下水道使用水量＝水道の検針水量

計算式 基本使用料 （２０㎥まで） ２,４２０円
＋従量使用料 １４３円×３０㎥＝４,２９０円

６,７１０円



水道と井戸水を併用している場合

• （例）居住人数を４人（６㎥×４人＝２４㎥）

• ２ヶ月分の水道の検針水量＝２５㎥

とすると・・・

• ２４㎥（井戸水分）＋２５㎥（水道水分）＝４９㎥
• ６,５６０円（下水道料金）

下水道使用水量＝井戸水の認定水量

＋水道の検針水量

2ヶ月、1人当たり6㎥（認定水量）

計算式 基本使用料 （２０㎥まで） ２,４２０円
＋従量使用料 １４３円×２９㎥＝４,１４０円（１０円未満切り捨て）

６,５６０円



水道を使用している方の支払い方法

口座振替をご利用の場合

• 水道料金をお支払いの金融機関口座から下水道使用

料も一緒に振り替えとなります。

納付書による支払いの場合

• 現在の水道料金の納付書に下水道使用料を加算しての請

求となります。



井戸水のみを使用している場合

• （例）居住人数を４人とすると・・・

• ４人×１２㎥＝４８㎥

• ６,４２０円（下水道料金）

2ヶ月，1人当たり12㎥（認定水量）

計算式 基本使用料 （２０㎥まで） ２,４２０円
＋従量使用料 １４３円×２８㎥＝４,０００円（１０円未満切り捨て）

６,４２０円



井戸水のみを使用している方の
支払い方法

◆口座振替払いと納付書払いの２つの方法があります。

口座振替払いの場合

• 村の指定金融機関・収納代理金融機関（常陽銀行、筑波銀行、

水戸信用金庫、茨城県信用組合、中央労働金庫、常陸農業

協同組合、ゆうちょ銀行）に口座振替の申込書が備え付けて

ありますので、手続きをお取りください。

納付書払いの場合

• 偶数月の月末に、納付書をお送りします。


